
京都府及び同府内各市の法務組織について一却10年度から却11年度にわたるヒアリング調査の結果から一（小林明夫）

〔研究ノート〕

京都府及び同府内各市の法務組織について
-2010年度から2011年度にわたるヒアリング調査の結果から－

小林明夫
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JI ヒアリ ング調査の対象自治体並びにその方法及び内容

ill 各設問の内容並びにこれらに対する回答の集計結果及び評価

町おわりに

附属資料：調査票及び調査集計表

I はじめに

1990年代半ばに起源を発する第一次地方分権改革以降、我が国の自治体

においては、「政策法務」という言葉が急速に普及しはじめ、現在では、

この用語を知らないという自治体の法務担当者はおそらくいないであろう

と思われるほどに、この語は地方自治の分野に広く浸透している 。 政策法

務の代表的な定義としては、「法を政策実現の手段と捉え、政策実現のた

めにどのような立法、法執行、争訟評価が求められるかを検討する理論及

び実務における取組」を挙げることができる 。 そして、その中でも特に立

法法務に関し、自治体が地域の政策課題に対応してローカル・ルールを的

確に設計できる人材（職員）を育成することを目指した政策法務研修が、

全国各地で広く行われるようになった。このことは、「政策法務」という

取組の全国的な浸透傾向を象徴するものであるといえよう 。

政策法務を支えるには、そのための組織基盤をつくる必要がある 。 その

(1) 議崎初仁 『自治体政策法務講義』（第一法規、 2012年） 3 頁。
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ポイントは、「組織」と「人材」である 。 このうち組織面では、第一次分

権改革の前後から、政策法務課、政策法務担当などその名に「政策法務」

を冠する組織や職が設置され始めていることが注目される 。 庁内の横断組

織として「政策法務委員会」を設置している自治体も存在する 。 他方、

人材面では、前述のとおり、多くの自治体が「政策法務研修J を導入し、

職員の政策法務能力の養成に力を入れている。このようにマネジメン トの

面では、政策法務の取組は拡大している 。

筆者は、かつて、官僚、自治体職員を経て研究者へと転身した。 この転

身のきっかけともなったのが、分権時代の政策法務を支える組織・人材育

成のあり方といった、いわば「政策法務マネジメント」ないしは「政策法

務組織論J に関する研究や問題関心である。 2010年 4 月をスタートに、

2012年 4 月に名古屋地域の現本務校に移籍するまでの 2 年間、筆者は、研

究者としての初任ポストを京都府下の大学において過ごした。 その時代、

筆者は、当時自分が身を置いていた京都府というエリアを対象として、政

策法務組織についてのヒアリング、調査を行った。

当時の状況はと言えば、国政では、 2009年の衆議院議員総選挙で本格的

な政権交代が起こり、それによって民主党中心の政権が誕生し、 2010年 6

月には「地域主権戦略大綱」が閣議決定されるなど自治体の条例制定権の

拡大に向けたとされる改革が動き出しつつあった。 これらの動きに対応し

て、自治体として何らかの政策法務組織の体制整備を検討しているのかど

うか、身近な自治体の行政現場の実状を調べてみることには、一定の意義

があるものと思われた。

また、筆者は、実務家時代の研究成果から、地方分権時代に対応した自

治立法立案－審査システムの確立に向けて、どのような法務組織や人材の

38 

(2) 横須賀市（委員会設置2001年） 、千葉県 （委員会設置2003年）などが代表例で
ある。

(3) 拙論 「立法検討過程の研究 自治立法学への試論J 自治研究83巻 8 号（2007年）
114頁以下及び同巻12号（同年） 112頁以下参照。
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育成が必要なのか、一定の「処方婆」は既に持ち合わせていた 。 しかし

ながら、筆者自身、その処方案（対応策）は、おおむね都道府県や指定都

市、中核市といった規模の自治体には適用できても、これら未満の規模の

自治体には適用が現実的に困難ではないかと考えており、それら中小規模

の自治体への対応策として確固たるものは見いだ、し得ていない。 このこと

から、府や指定都市である京都市を除いては中小規模の自治体からなる京

都府のエリアにおいて、法務組織に関するヒアリング調査を行い、実態を

把握することにより、今後の研究の参考としたいと考えた次第である 。

ヒアリング調査は、 2010年11月の京都府庁から開始したが、府内全市の

調査を終了できたのは、 2012年 3 月のことであった。 このように、ヒアリ

ング調査の開始から終了まで 1 年 5 か月もの期間を要したのは、筆者自ら

の講義や学務の合間を縫うようにして進めざるを得なかったことその他諸

般の事情によるものである。調査期間がこのように長期にわたってしまっ

たことにより、全体として、調査結果としてまとめるのにふさわしくない

データになってしまったのではないかとも思われたが、それでも調査結果

をまとめておくこと自体には、なお幾ばくかの意義があるものと考え、本

稿の執筆に至ったものである 。

京都府内には、京都市以下15の市と 11の町村が存在する 。 本来ならば、

これら26市町村をすべて調査・報告の対象とすべきところであるが、筆者

一人というマンパワーの問題もあり、最終的に、町村は対象から除くこと

とせざるを得なかった。 ただ、京都府内の市は、京都市と宇治市の 2 市以

外は、すべて人口10万人未満の規模の市であり、その意味で、中小規模の

自治体の法務組織に関する調査結果という観点からみた場合でも、なお、

有用性は失われていないものと考える次第である 。

(4) 詳細は、拙論・前掲注 （ 3 ） を参照いただきたいが、そのエ ッ センスは、条例

案を立案する側とこれを審査する側との聞に力の措抗した法的議論をいかにして発

生させるかという観点から、当面の対応として、部局法務担当の設置とそのソフト

面での運用に言及 したものである 。

39 



愛知学院大学宗教法制研究所紀要第 54 号

II ヒアリング調査の対象自治体並びにその方法及び内容

ー ヒアリング調査の対象自治体

調査対象の自治体は、京都府及び同府内の全15市である（合計16自治体） 。

参考までに、これら調査対象自治体の当時の人口規模を示すと次の［表 l ] 

のとおりである 。

｛表 l ］調査対象自治体の人口規模

自治体名 人口（単位人） イ蒲 考

京都府 2,551,706 都道府県

京都市 1,384,896 指定都市

福知山市 80,804 一般市

舞鶴市 89,541 一般市

綾部市 37,047 一般市

宇治市 190,091 一般市

宮津市 20,778 一般市

亀岡市 92,980 一般市

城陽市 80,362 一般市

向日市 54,643 一般市

長岡京市 79 248 一般市

八幡市 73 392 一般市

京田辺市 62,730 一般市

京丹後市 61,661 一般市

南丹市 34,406 一般市

木津川市 69,310 一般市

（出典）人口は、『全国知事・市町村長ファイル2010-201U C地方行財政調査会、 2010年）
による 。

以上のように、京都府の人口（約255万人）のうち、指定都市である京

都市の人口は約138万人であり、その占める割合は同府の人口の約54% に

も上る 。 また、京都市に次いで、府内 2 位の人口を擁するのは宇治市（約

19万人）であるが、これは特例市の要件である人口20万人に及ばない規模

である。そして、これに次ぐ 3 位の亀岡市 （約 9 万 3 千人）から府内の市
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で人口最少の宮津市（約 2 万 l 千人）まで、すべて人口10万人に満たない

市から構成されている。すなわち、京都府というエリアにおいては、大都

市としては指定都市たる京都市ただ一つのみ存在し、これと他の中小都市

のみからなるという構成であり、中核市、特例市といった中間的な大都市

制度の適用を受ける市は存在しない。 この点が、今回の調査対象自治体群

の特徴である 。

二調査の方法

調査は、対象自治体の府庁・各市役所の法務担当セクションを訪問し、

調査票に基づくインタビュー調査を行うという形で実施した。

調査票は、原則として、事前にメール等で相手方に送付しておき、それ

に基づいて訪問当日に質問するという手順で進めた。 相手方が、各設問に

ついて、あらかじめ一応の回答を書面で準備しているケースも 多かったが、

その場合であっても、あらかじめ記された回答の趣旨を筆者からよく確認

し、当方の質問意図と認識のずれ等がある場合にはこれを相手方に説明し、

あらかじめ記された回答を必要に応じて適宜修正する形で調査を行った。

このように、双方向のコミュニケーションを重視した調査方法を採用した

のは、「専門の法務セクションの設置の有無j や「部局法務担当の配置の

有無」といった、回答する側の解釈によって答えが違ってくる可能性のあ

る微妙な設聞が含まれていたこと等によるものである 。

(5) ただし、調査対象自治体のうち、八幡市のみは、担当者が多忙ということで日

程調整の如何にかかわらず一切面談に応じていただくことができなかっ た。 そのた

め、筆者としては、メールにて送付された回答票を受領するに止めざるを得なかっ

た。したがって、岡市のみは、残念ながら調査時において十分なコミュニケーショ

ンをとることができなかったことをあらかじめお断りしておかねばならな＼， ~ 0 この

点に関連して、岡市の法務担当セクションは、他の多くの自治体と異なり、予算編
成を司る財政課の中にあるという特異な組織編成となっていることから、予算関連

作業に法務担当セクションが巻き込まれ、忙殺されてしまっているのではないかと

いう印象を筆者として持った。
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三 ヒアリング調査の内容

ヒアリング調査の内容は、別添附属資料のインタビュー調査項目（調査

票）のとおりである 。

なお、調査票には一般的な調査票（以下「基本調査項目 」 という 。）と

部局法務担当を置いている自治体のみに回答いただくための調査票（以下

「特別調査項目 J という 。）の二種類がある 。 基本調査項目中に部局法務担

当の配置の有無を問う設問があり、これに「配置している」と答えた自治

体のみ特別調査項目にもお答えいただくという構成をとった。

ill 各設問の内容並びにこれらに対する回答の集計結果及び評価

一基本調査項目

1 専門の法務セクションの設置の有無

調査対象自治体に、「法規係」、「法制係J などという形で、専門の法務

セクションがあるか否かを問うたものである 。 当該自治体の法務組織の

充実度をみる上で、もっとも基礎的な調査項目である 。

（図 1 ）専門の法務セクションの設置の有無

専門の法務
セクションなし

7 
44% 

専門の法務
セクションあり

9 
56% 

結果としては、図 l に示したとおり、 9 自治体（56%）が専門の法務セ

クションを設置しており、設置なしとした自治体は 7 団体（44%）に止まっ

た。 設置している自治体は、京都府（以下単に「府」という 。）、京都市、

42 

(6) 本調査でいう「専門の法務セクション」とは、原則として「係」単位相当の組

織を想定し、主たる業務（＝当該セクションの事務量のおおむね50%以上）として
条例案の審査や訟務対応のアドバイスなどの法務事務を行うセクションを指すもの

とした。
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福知山市、舞鶴市、宇治市、亀岡市、長岡京市、八幡市、南丹市の 9 府市

（以下「法務専門セクション設置自治体」という 。）である 。 このうち南丹

市以外は、すべて人口 7 万人以上の市である 。 専門の法務セクションの事

務量面からのニーズや自治体の規模等を考えた場合、人口 7 万人という都

市規模が一応の目安になるよつである 。 なお、 「設置なし」とした 7 自治

体のうち、人口 7 万人を上回るのは城陽市 l 市のみであった。 岡市の場合、

文書の収受・発送、公文書管理・保存（マイクロフィルム化も含む。） 等

も法制担当の係が行っており、係単位として事務量をみた場合、法務事務

は係全体の事務量の25%未満となってしまうとのことであった。 このあた

りの特殊性が、集計結果に反映したものと思われる 。

2 1 で「ない」 （設置なし）と答えた自治体への質問

(1 ）議会に提出する条例案の審査はどのセクションが行っているか。（具

体的なセクション名）

該当セクションの事務において法務事務の占める割合から、本調査上「専

門の法務セクションなし」と整理された自治体であっても、必要な条例案

は首長から議会に提出し、議決を経ていることに変わりはない。 そうであ

るからには条例案の審査ないしチェックを行うという仕事そのものは存在

するわけであり、当然のことながらこの事務をどこかのセクションが行っ

ているはずで、ある 。 この設問は、この点を確認するための調査項目である 。

本調査で「専門の法務セクションなし」と整理された自治体は、綾部市、

宮津市、城陽市、向日市、京田辺市、京丹後市及び木津川市の 7 市である 。

これらのほとんどが総務系の課の行政係といったセクションで、条例案審

査を担当しているとのことであった（詳細は後掲［表 2 ］参照） 口

(2) (1 ）のセクションは、予算等も含めた「議案」一般のチェックや取

りまとめをするセクションと同ーか否か。

議会に首長が提出する議案は、当然のことながら条例案だけではない。
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予算案や専決処分の承認－報告、一定金額以上の契約の締結など条例案に

限られず多岐にわたる 。 これらは、条例案も含め、特定のセクションによ

り「議案書」という形に取りまとめられ議会に提出される 。 この議案書の

取りまとめや印刷製本発注（自治体によってはコピーによる対応の場合も

あり）を行っているセクション（以下「議案取りまとめセクション」とい

う 。）が自治体には存在する 。

この設問は、 (1 ）のセクションが「議案取りまとめセクション」と同

ーであるか否かを問うたものである 。 仮に、この両者が同一であるとした

場合、条例案の審査という行為が「法規J に対する審査行為というよりは、

予算その他の議案一般の取りまとめのレベルでのチェック行為に止まって

いるものと推察できる 。 換言すれば、組織編成上、条例案の審査という機

能が議案一般のチェック機能から未分離の状態にあり、独自の機能として

認識されていない可能性を示唆するものと考えられる。

調査結果は、「専門の法務セクションなし」に位置づけられた 7 市のうち、

城陽市を除く 6 市が、条例案審査担当セクションが議案取りまとめセク

ションと同一であると回答している（詳細は後掲｛表 2 ］参照）。これら

6 市においては、条例案審査等を担う専門の法務セクションが存在しない

だけでなく、組織編成上、条例案の審査という機能が議案一般のチェック

機能から未分離の状態にあり、独自の機能として認識されていない可能性

がある。

なお、城陽市においては、議案一般の取りまとめは条例案審査担当セク

ションではなく、財政担当セクション（財政課）が行っている 。

(3) ( 1 ）のセクションの人数等

(1 ）のセクションの人数、事務分掌、デスク配置がわかる資料の提供

を併せて求めた。

人数については、後掲［表 2 ］のとおりである（係長等の監督者を含む。 ） 0 

多くの自治体の該当セクションは 3 ～ 5 人程度の人数であるが、木津川市
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の行政係のみは10人と比較的大所帯である 。 これは、岡市の行政係の分掌

事務が他市に比べて特に広範にわたることがその原因であろうと考えられ

る 。法務事務が50%未満と回答した自治体の条例案審査担当セクションは、

公告式、例規集の整備・編纂、顧問弁護士や行政訴訟等の総括といった他

の法務事務も担うだけでなく、議会対応の総括、選挙管理委員会事務局、

公印、公文書の収受・発送、情報公開・個人情報保護、統計調査といった

総務的事務をも取り扱うことが一般的であるが、 木津川市の行政係の場合

は、さらにそれに加えて、庁舎・公用車の管理といった管財業務、地縁団

体、行政相談、市営駐車場－駐輪場、放置自動車、交通安全対策などをも

分掌している 。 これだけ広範な事務を担うために、 10人という多人数編成

になっているものと考えられる 。 なお、このような膨大な係の分掌事務の

うち、法務事務の割合は10数%程度であるとのことであり、それを新規採

用の主事 1 名のみで担当しているのが現状とのことであった。

次は、デスク配置についてである 。 個室中心の配置をとっている欧米の

会社のオフィスに対して、日本の会社は伝統的に大部屋主義をとっている

ため組織文化に違いが出てくるように、オフィスにおけるデスクの配置は

仕事のスタイルや心構えにも少なからず影響を与える。この点は行政組織

の場合でも例外ではない。 デスク配置については、このような人と人との

執務上の物理的－空間的な位置関係が仕事の進め方に影響するという、筆

者の実務経験に基づく考えの下、参考資料として収集した。一般に、日本

の行政機関のオフィスでは、部屋の奥の窓に対して横向きに各担当者が相

対して座り、その上席の監督者が窓に背を向けて座る向きで机を寄せ合い、

一つのセクションが形成されているというスタイルが多い。 この机の固ま

りを俗に 「シマ」 などと呼ぶ場合があるが、これはラインで仕事をしてい

く上でのオーソドックスな配置である 。 ところが、国の法規審査の専門セ

クションでは、このような一般的な配置をと っていないことが多々ある 。

(7) 詳細は、拙著「条例等の制定過程J 田村泰俊ほか編著 『自治体政策法務』（八千

代出版、 2009年） 105頁以下参照。
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そこで念のため、調査対象自治体にデスク配置図の提供を求めたものであ

る 。 調査結果としては、 7 市すべてが「シマJ を形成する、一般的なデス

ク配置を採用していた。

【表 2 ］「専門の法務セクションなしJ とした各市の状況

(a）条例案審査の担当セク
(c) (a）のセクションは議

自治体名 (b）左の人数 案取りまとめセクション
ション

と同ーか否か

綾部市 総務部総務課行政担当 4 人 同一

宮津市 企画総務室行政係 4 人 同一

城陽市
総務経済環境部

3 人
別個 （財政課が議案の

総務電算情報課文書管理係 取りまとめを行う）

向日市 企画総務部総務課行政係 5 人 同一

京田辺市 総務部総務室総務調整係 4 人 同一

京丹後市 企画総務部総務課行政係 4.5人 同一

木津川市 総務部総務課行政係 10人 同一

3 1 で 「ある 」 （設置あり）と答えた自治体への質問

(1 ）法務専門セクション名

府、京都市、福知山市、舞鶴市、宇治市、亀岡市、長岡京市、八幡市、

南丹市の 9 府市が法務専門セクション設置自治体である 。 これらの自治体

の当該セクションの名称を問うたものである 。 これらの自治体では「法制

担当」、「法制課」、「法規係J などと言った形で「法J の文字を冠した組織

名が過半数を占めた（詳細は後掲［表 3 ］参照） 。 「名は体を表す」 という

ことであろうか、「専門の法務セクションなし」 とした各市において「法」

よりも 「行政」の文字を冠したセクション名が王流であることと対照的な

結果が出た 。

(2) (1 ）のセクションは条例に限らず 「議案」一般のチェックや取りま
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(8) ただし、法務専門セクション設置自治体でも 「行政」など「法」以外の文字を

冠したセク シ ョン名を採用している自治体が 4 団体ほど存在する 。
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とめも行っているか否か。

この設問は、前述の設問 2 の（ 2 ）に対応する設問である 。 係等の事務

量に占める法務事務の割合からたまたま法務専門セクション設置自治体に

分類された自治体であった としても、この専門セクションが予算その他の

議案一般の取りまとめも併せて担当しているという場合、実態としては 2

の（ 2 ）で述べたと同様 （程度の差はあるにしても）、組織編成上、条例

案の審査という機能が議案一般のチェック機能から未だ完全には分離 ・ 独

立していない状態にあるものと考えられる。

調査の結果、法務専門セクションが議案一般のチェックや取りまとめも

行っている自治体は、舞鶴市、亀岡市、長岡京市、八幡市及び南丹市の 5

市であり、法務専門セクション設置自治体の過半を占めた （詳細は後掲［表

3 ］参照） 。

逆に、法務専門セクションが議案一般のチェック機能から完全に分離－

独立しているのは、府、京都市、福知山市及び宇治市であった。 これら 4

自治体においては、 「議案」一般のチェックや取りまとめは、京都市を除き、

財政担当課の仕事になっている 。 これは、地方分権改革以前の時代から、

自治体では伝統的に条例というよりも事業予算を重視する傾向が顕著であ

り、その結果、議会に提出する議案としても圧倒的に予算案の比重が大き

く、畢寛、それを取りまとめる財政部門が議会対策全般の窓口をも担うと

の考え方を反映したものであろう 。

(3) (1 ）のセクションの人数等

法務専門セクションの人数、事務分掌、デスク配置がわかる資料の提供

を併せて求めた。 また、 「審査室」 など専用の審査スペースがある場合に

(9) 京都市では、「法制課」でも「財政課」でもない「総務課」が市会対応の窓口
課として、議案一般の取りまとめを行っている。

(10) 前述のとおり、「専門の法務セクシ ョンなしJ に位置づけられた城陽市におい

ても、議案一般の取りまとめは条例案審査担当セクションではなく財政課であるが、

これも同様の経緯 ・ 理由によるものであると考えられる。
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はそちらの配置図の提供も求めた。

人数については、後掲［表 3 ］のとおりである（係長等の監督者を含む。） 0 

多いところで京都市の 9 人から少ないところで長岡京市及び八幡市の 2 人

まで幅のある人数である 。 京都市は、係ではなく課単位で法務組織が編成

されていることから比較的大所帯となっている 。

デスク配置については、 9 府市すべてが、いわゆる「シマ」を形成する、

一般的なデス ク配置を採用していた。 （結局、本調査の対象自治体すべて（16

府市）がこのような配置を採用していたことになる。）

なお、「審査室」など専用の審査スペースを有する自治体は皆無であっ

た 。

( 4 ）「政策法務j の推進を分掌する組織の有無

法務専門セクション設置自治体に対し、政策を法務面から立案・実現す

る「政策法務」の推進を分掌する組織（セクション）の有無を問うたもの

である。

これに対して、該当組織有りと答えたのは、府、京都市及び長岡京市の

3 自治体のみであった（詳細は後掲【表 3 ］参照） 。

(5) (4 ）の組織は、 (1 ）と同ーか。 それとも別組織か。

政策法務の推進組織（セクション）が、 (1 ）の法務専門セクションと

同一なのか別組織なのかを問うたものである 。 これが別組織として編成さ

れていれば、法務専門セクションと政策法務のセクションの役割分担が組

織編成上確立していることを意味する 。
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( 11) なお、福知山市については、重要な条例案等は「委員会室」（本来各種行政委

員会が使う部屋）で見ているとのことであった。

(12) なお、この設問は、「専門の法務セクションなしJ とした各市に対しでも「念
のため」ということで、調査票外で投げかけてみたが、該当自治体はやはりなかっ

た。

(13) 千葉県庁は、政策法務課の中に、法規審査班、訟務班と政策法務班が並立 し

ており、このような役割分担が、同一課内で確立している 。
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調査結果であるが、前述（ 4 ）の 3 自治体は、いずれも (1 ）と同一で

ある旨答えている（詳細は［表 3 ］参照） 。

【表 3 ］法務専門セクション設置自治体の状況

(c) ( a）は「議 (d）政策法務の推
(b) 案」一般の取 進を分掌する組織

自治体名 (a）専門の法務セクション 左の りまとめも の有無／有りの場

人数 行っているか 合同）と同一組織

否か か否か

京都府 総務部政策法務課法制担当 5 人
否（財政課が

有り／同一組織
行う）

京都市 行財政局総務部法制課 （※ 1 ) 9 人
否（総務課が

有り ／同一組織
行う）

福知山市 総務部総務課文書統計係 4 人
否（財政課が

なし
行う）

舞鶴市 総務部総務課行政係 4 人 行っている なし

宇治市 総務部総務課法規係 3 人
否（財務課が

なし
行う）

亀岡市 総務部総務課行政係 4 人 行っている なし

長岡京市
総務部総務課法令遵守・

2 人 行っている 有り ／同一組織法務担当 （※ 2)

八幡市 政策推進部財政課法務係 2 人 行っている なし

南丹市 総務部総務課行政係 5 人 行っている なし

（※ 1 ）組織としての係はない。ただし、「法規係長」、「訟務係長」というポストはある。
（※ 2 ） 庁内各課には「係J と「担当」が混在。 「担当J と は、スタッフ職的な意味合い。

4 条例案等の審査を行う庁内法務委員会の有無（調査対象の全自治体へ

の設問）

多くの自治体では、首長提案の条例案を法制面から審査するため、庁内

法務委員会（具体的な名称は自治体によ っ て異なる 。）を設置しているこ

とが多い。これは法務セクション（課や係などの常設の法務組織）が審査

した条例案のうち、特に重要な条例案について、慎重を期して再度審査す

るための庁内会議である 。 その構成メンバーは、自治体によって様々であ

る 。 特定のポストに就いている課長や部長などの管理職クラスからの充て
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職で構成される場合もあれば、法令に明るい職員を属人的に組織内からか

き集めている場合もある 。 前者のケースの場合、条文を一つ一つ見ていく

実務的な審査とは違い、条例案にいわば「お墨付き」を与えるという色彩

が濃くなる 。 そこで、その下に実務者レベルから成る「幹事会」といった

ものを別途設置し、そこに実務的な審査を担わせるという こ段構えの構成

を採用する自治体もある 。

この設問は、この庁内法務委員会の設置の有無を尋ねたものである 。 な

お、設置有りとした自治体には、その名称や委員構成などの資料の提供を

求め、必要な情報の収集を行った。

（図 2 ）庁内法務委員会の有無

庁内法務委なし
5 

31% 庁内法務委あり
11 
69% 

結果としては、図 2 に示したとおり、 7 割近くの11 自治体が庁内法務委

員会を設置しており、設置なしとしたのは 5 自治体（約 3 割）に止まった。

設置している自治体は、府と福知山市など10市（以下「庁内法務委員会設

置自治体」という 。 【表 4 ］参照。） である 。

［表 4 ］庁内法務委員会設置自治体の状況

自治体名 庁内法務委員会
「幹事会」など左記委

イ庸 考
員会下部の会議

京都府 法令審査委員会 法令審査委員会幹事会

自治法上の附属機関で

福知山市 法令審議会
はない。 他と同様、規

程により設置された庁

内会議

舞鶴市 法令審査会

綾部市 例規審査委員会 例規審査委員会幹事会

宮津市 例規審査委員会

城陽市 法令審査委員会
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向日市 例規審査委員会
ただし、長らく開催な

し。 委員の任命もなし。

長岡京市 法令審査委員会

自治法上の附属機関で

京田辺市
条例規則等制定審 はない。 他と同様、規

議会 程により設置された庁

内会議

京丹後市 例規審査委員会

南丹市 法令審査委員会

庁内法務委員会設置自治体のうち、向日市については、 「例規審査委員会」

が1971年に設置され、初期には聞かれたものの、その後長らく開催はなく、

委員の任命もなされていないとのことであった。 すなわち、岡市の庁内法

務委員会は休眠中であり、実質的には庁内法務委員会設置自治体の内実を

有さないとみることができる。

また、庁内法務委員会の下部に幹事会を置く二段階構造を採用している

のは、府と綾部市である 。 このうち、府の場合、親会議である 「法令審査

委員会」は副知事，が委員長、他の副知事と総務部長が副委員長であり、各

主管課長、知事室長、財政課長、自治振興課長が委員であり、それに事務

局として政策法務課長が加わる構成となっている 。 実際の活動状況として

は、年 4 回の定例議会に対してパブリック・コメント実施案の段階と条文

の段階での各 1 回（計 2 回）審査があるので、開催回数はおおむね年 8 回

である。その下に、「法令審査委員会幹事会」が置かれている。この幹事

会の座長は政策法務課長又は参事であり、これにメンバー（幹事）としで

各部主管課の企画担当から選ばれた実務担当者レベルを中心とした職員が

加わって構成されている 。 この幹事会の開催回数はおおむね年40回くら

いとのことで、相当活発に開催されている 。

同じく 二段階構造を採用している綾部市の場合、親会議である「例規審

(14) 2010年度の京都府法令審査委員会幹事会は総勢26名の構成である。
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査委員会」は、副市長を委員長、総務部長を副委員長として、これに各部

からそれぞれ課長 1 名が委員として入る構成である。そしてその下に主と

して担当長、補佐レベルからなる「例規審査委員会幹事会J が置かれて

いる 。 親会議である委員会は条例案のみ審査し、幹事会は条例案だけでな

く規則、訓令、要綱の案も審査する 。 したがって条例事案のみ、幹事会と

委員会の二段階審査となっている 。

庁内法務委員会を置いていない 5 市は、京都市、宇治市、亀岡市、八幡

市及び木津川市である 。 この中でも、京都市、宇治市という人口規模で府

内 1 、 2 位の市がこの範曙に入っていることが注目される ところである 。

これら 5 市が、庁内法務委員会を設置していない理由は定かではないが、

木津川市を除く 4 市はいずれも法務専門セクション設置自治体であり、こ

れら 4 市ついては常設の同セクションの審査をもって足りると考えている

可能性はあろう。

筆者自身、その経験から、「逐条で一つ一つみていく法令審査という行為」

は、そもそも会議体による審査に馴染むのかという根本的な疑問を以前か

ら持っているところである 。 しかしその反面、法務専門セクションの職員

の目は、審査過程で当該条例案に慣れてしまっていることから、重要な条

例案については、 全く別の新しい目で最終チェックをかける場があっても

良いのではないかとも考えている 。

いずれにしても、この論点は、常設の法務組織による審査システムのあ

り方を含めた自治立法の立案・審査システムそのものの検討や常設の法務

組織と庁内法務委員会との棲み分け・役割分担などに関わる問題であるの

で、庁内法務委員会の設置の有無について、どちらが妥当かといった結
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(15) 綾部市は、「係制」をとらず「担当制」をとっている。「担当長」は他の自治
体でいう係長クラスに相当する 。

(16) 宇治市では「過去にこのような庁内法務委員会があったとは聞くが、今は制

度的に存在しない。」とのことであった。

(17) 筆者は、かつて拙論 ・ 前掲注（ 3 ）で、部局法務担当の設置とそのソフト面

での運用の工夫により、条例案を立案する原謀側とこれを審査する法制部課（常設
法務組織）側との間に力の措抗した法的議論を現出させるべきとの考えを述べた。
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論を軽々に導くことはできないものと考える 。

5 部局における法務担当者の配置の有無（調査対象の全自治体への設問）

庁内全体をみる法務セクションとは別に各部局に法務担当者（以下「部

局法務担当」 という。）を配置しているか否かを問う設問である。分権型

社会の自治体にふさわしい自治立法立案・審査システムを構築していくた

めには、部局法務担当の設置が鍵になる旨、筆者は以前から提言してきた

ところである。

部局法務担当を配置しているとした自治体（以下 「部局法務担当配置自

治体j という 。）には、その部局法務担当の名称を尋ねた。 また、部局法

務担当配置自治体には、配置した経緯やその実際の役割等を調査する必要

があるため、別途、調査票により調査を行った（「部局法務担当について

のインタビュ ー調査（特別調査）」） 。 この特別調査項目についての結果等

は後述する 。

結果としては、図 3 に示したとおり、 8 割超の13自治体が部局法務担当

を配置しておらず、部局法務担当配置自治体は 3 団体（ 2 割弱）に止まっ

た。 その 3 団体とは、具体的には、府、福知山市及び京田辺市である 。 こ

れらの詳細については、別途項を改め、「二 特別調査項目 J で述べる 。

（図 3 ）部局法務担当配置の有無

部局法務担当の
配置なし

13 
81% 

部局法務担当の
配置あり

3 
19% 

筆者は、同稿において、このような法的議論の最終的な裁断機関として、また、原

課が自治立法の検討に着手する「立法の契機」を作出するための機関として、庁内

法務委員会の位置づけを再構成することを提言したことがある 。

(18) 拙論 ・ 前掲注（ 3 ） 。
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6 議会事務局における議員提案条例の立案を補佐する法務セクションの

有無（調査対象の全自治体への設問）

執行部側の法務セクションとは別に、議会事務局に議員提案条例の立案

を補佐する法務セクションがあるか否かを問うたものである 。

昨今、自治体における議会改革の流れが強まっており、議会基本条例を

制定する議会なども相当な数に上っている。 また、議員提案の政策条例を

検討し、制定していこうとする機運も全国的に高まりつつある 。

このような議会の取組を、現実に支えていくためには、議会事務局の体

制を強化していくことが必要であるのはいうまでもない。 この設問は、こ

のような観点から、議会事務局における議員提案条例の立案を補佐する法

務セクション（以下「議員立法補佐セクション」という 。）の設置の有無

を尋ねたものである 。

結果としては、図 4 に示したとおり、 75% の12自治体が議員立法補佐セ

クションを設置しておらず、これを設置している自治体は 4 団体（25%)

に止まった。 その 4 団体とは、具体的には、府、京都市、舞鶴市及び亀岡

市である 。

（図 4 ）議員立法補佐セクションの有無

議員立法
補佐セクションの

設置なし
12 
75% 

議員立法
補佐セクションの

設置あり
4 

25% 

7 議員立法補佐セクションの名称、人数等（議員立法補佐セクション設

置自治体）

6 で議員立法補佐セクションの設置ありと回答した自治体に対し、その

セクション名、人数、デスク配置等がわかる資料の提供を求めた。

セクションの名称、人数については、［表 5 ］のとおりである（係長等
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の監督者を含む。）。 デスク配置については、 4 府市すべてが、いわゆる 「シ

マJ を形成する、 一般的なデスク配置を採用していた。

［表 5 ］議員立法補佐セクション設置自治体の状況

自治体名
議会事務局内の議員立法補佐

左の人数 i蒲 考
セク ションの名称

京都府 調査課政策法務室政策法務係 4 人

組織としての係はないが、

京都市 政務調査課 4 人
係長職は存在する 。 法制

担当のラインは課長以下

4 人とのこと 。

舞鶴市 総務課調査係 1 人 係長 1 人のみ

亀岡市 議事調査係 3 人

8 法制や政策法務に係る組織の充実－強化を検討する予定の有無（調査

対象の全自治体への設問）

今後、 法制や政策法務に係る組織の充実・強化を検討する予定があるか

否かを問うた設問である 。 それぞれの自治体の現状を踏まえつつも、将来

にわたって政策法務を推進していく意欲のある自治体がどのくらいあるか

という視点から尋ねたものである 。

（図 5 ）法制・政策法務組織の充実 － 強化を検討する予定の有無

予定なし
15 
94% 

予定あり

6% 

結果としては、予定ありと回答したのは l 市（木津川市）のみであり、

他の15府市はそのよ うな検討の予定はない旨回答している。

もちろん、これは、現在の各自治体の法務組織の充実度及びそれに対す

る主観的認識を前提に、現状よりも充実・強化していくことを検討する意
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思があるか否かを問うた結果に過ぎない。 したがって、予定なしとした自

治体の中には、主観的にも客観的にも、既に法務組織が相当に整っている

団体も存在しうる 。 しかしながら、仮にそのような自治体であったとして

も、法務組織のあり方の見直しゃ質的パージョンアッフ。等を行っていく必

要はあるはずで、ある 。

( 1 ）法制 －政策法務組織の充実・強化を検討する予定がないとした理由

該当の15府市に法制・政策法務組織の充実・強化を検討する予定がない

とした理由を尋ねた。 回答は、「①必要性を感じない」、「②財政的・人的

に余裕がない」、「③その他」からの選択とし、 ③を選んだ場合には具体的

理由の記載を求めた。

結果としては、図 6 に示したとおり、 「②財政的・人的に余裕がない」

が圧倒的に多く、約67% の10自治体がこれを理由に挙げている。他方、「①

必要性を感じない」は、 2 自治体 （13%）に止まった。 このことから、多

くの自治体が、法制・政策法務組織の充実－強化の必要性は一応認識して

おりながらも、近年の厳しい財政事情や人員削減の影響を受け、十分な組

織体制の構築をあきらめているといっ た環境にあることが考えられる 。

（図 6 ）法務組織の充実 ・強化を検討する予定がないとした理由

③その他
3 

20% 

①必要性を感じない
2 

13% 

②財政的・人的に余裕がない
10 
67% 

また、「③その他」を選んだ自治体が 3 団体あっ た。 具体的には、京都市、

宇治市及び京丹後市の 3 市である 。

その具体的理由をみると、京都市の場合、原課と法制課との間では法規
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審査などに際してきちんとした議論がおおむね成り立っているというの

が、現状認識とのことである 。 それはなぜかといえば、政策条例の立案事

案を抱える原課には 「それなりの人物」が配置されるとのことであり、組

織体制の構築というよりは、人事上の配慮によって、政策条例の検討など

の行政課題に対処していこうとする姿が見えてくる 。

また、宇治市は、「財政的・人的余裕以前の問題j と答えている 。 すな

わち、 「仕事をしていく上での例規や法務の重要性が庁内一般に浸透して

おらず、そのような中で政策法務組織の強化を打ち出すと担当課（法制担

当課）のみに負荷がかかるという懸念がある 。 J との趣旨である 。 宇治市

と同様に京丹後市も、 「政策法務に対する組織としての認識が乏しく、担

当者レベルのみ意識しているのが現状である 。 このことから財政的・人的

余裕以前の問題。 j と述べる。行政課題に最も近く、本来はそれを最も認

識しやすい立場にある「原課」こそが政策法務の主たる担い手であるとい

う認識は、今後の自治体法務改革を考える上で重要な視点である 。 このよ

うな考え方が組織として共有できていない自治体が現在でも少なからず存

在することが、宇治市や京丹後市の回答からも推認されるのではないだろ

うか。

( 2 ）法制・政策法務組織の充実・強化を検討する予定ありの場合のおお

よその内容・目途

法制や政策法務に係る組織の充実・強化を検討する予定があると回答し

た自治体に対し、そのおおよその内容・目途を問うたものである 。 該当す

る自治体は、木津川市 1 市のみである 。 岡市は「条例等審査会（庁内法務

委員会）の設置についての検討」 をその内容として挙げている 。 その時期

は、近い将来ということで具体的な時期は未定とのことであった。 岡市は、

2007 （平成19）年、当時の相楽郡山城町、木津町、加茂町という三町の合

併によって全く新たに誕生した市である 。 2 の（ 3 ）で述べたとおり、岡

市の行政係全体の人数は10人という大所帯であり、他の自治体の総務部門
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に比較しても突出して多種多様かつ広範な事務を担っている反面、その中

での法務事務担当者は主事 1 名のみであるということであり、同市の法務

体制そのものは極めて脆弱な状況にあるということがいえよう 。 この点を、

担当セクションとしても認識した上で、条例等審査会の設置検討という課

題設定がなされているものと考えられる 。

9 法務系の職員研修実施の有無

法務組織を充実しても、結局、組織を構成するのは「人」であり、同時

に人を育てなければ、自治体の政策法務力は高まらない。 この観点から、

すべての自治体に対して、法務系の職員研修を実施しているか否かを問う

たのがこの設問である。

（図 7) 法務系研修（独自研修）の実施の有無

実施していない
7 

44% 

実施している
9 

56% 

結局、「実施していないJ と答えたのは、人幡市 1 市のみで、他の自治

体は皆「実施している J と答えている 。 ただ、その内容をみると、（財）

京都府市町村振興協会などが行う共同研修への参加のみという自治体もあ

り、独自の研修を実施している自治体となるとさらに数が限られる。独自

に法務系研修を実施しているとした自治体（以下「独自研修実施自治体」

という 。）は、府、京都市、舞鶴市、宇治市、亀岡市、城陽市、長岡京市、

京田辺市及び南丹市の 9 府市である 。

10 行っている法務系の職員研修の内容等

法務系の職員研修を実施していると答えた15自治体に対し、その内容を

問うたものである 。

このうち、府と京都市を除く 13 自治体で必ず言及があったのは、（財）
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京都府市町村振興協会が実施している共同研修（「条例 － 規則の読み方、

っくり方」 （法制執務基礎）や「法制執務の応用」 など）への参加である D

さらにこの中で、独自研修実施自治体に該当しない自治体は 6 市に上って

いる 。 中小規模の自治体における法務研修においては、このような共同研

修への参加が重要な役割を果たしていることがうかがえる 。

独自研修実施自治体 9 府市の中では、府や京都市のように、外部講師を

招き、 「憲法」、「民法」、「行政法」など基本的な法知識を養う研修、「法制

執務」 など主に立法技術面での研修、基礎的な政策法務研修など多彩な研

修が展開されている自治体もあれば、舞鶴市、亀岡市、城陽市、長岡京市、

南丹市のように、法務担当セクショ ンの職員が内部講師となり法制執務の

基礎的な研修を行っているという自治体もある（詳細は集計表参照）。

なお、 「模擬政策条例立案」 など実現したい政策を条例に変換するため

の高度な政策法務能力を培う研修を実施していると答えた自治体は、府の

みであった。

11 その他特記事項

(1 ）宇治市

以前法規係に担当者で在籍していた職員が、 2008年に法規係長で、戻って

きた際に感じたことは、原課の姿勢が少し変わってきたということである。

すなわち 、 少しずつではあるが、法規係に対して 「あなた任せ」 ではなく

なってきている 。 また、条例案について、 議会前に理事者に説明をするの

は以前は法規係であっ たが、 2008年度か ら は原課が行うようにな っ ている

とのことであっ たD

( 2 ）亀岡市

条例案は行政係がみているが、これは原則として菓議の決裁段階での審

査であり、事前の予備審査は特に重要な条例以外は行わないとのことで

あった。 岡市は法務専門セクション設置自治体に分類されているものの、
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筆者としては、法令審査という機能が一般議案の取りまとめ作用から十分

に分化しきれていないのではないかという疑問を持った。

また、 2010年10月に制定された議会基本条例18条には、「議会事務局の

調査・法務機能の充実強化を図るよう努める J と規定されている 。

( 3 ）長岡京市

岡市は、 2008年 2 月から条例改正に「新旧対照表方式」 を導入している 。

そのきっかけとなったのは職員提案であったとのことである 。

二特別調査項目

部局法務担当配置自治体である、府、福知山市及び京田辺市に対しては、

部局法務担当を配置した経緯やその実際の役割等を調査するため、基本調

査項目の調査と並行して、「部局法務担当についてのインタビュー調査（特

別調査）」を実施した。

それぞれの項目ごとの調査結果は以下のとおりである 。

1 各部局に部局法務担当を置いた経緯

府の部局法務担当（法令審査委員会幹事。 以下「幹事j という 。）は、

1952 （昭和27）年に法令審査委員会を設置したときに、その幹事として設

置された。 設置当初から条例案の一次審査を行っていたかどうかは不明で

ある 。 しかし、政策法務課長の記憶によれば、遅くとも昭和50年代には所

属する部の条例案などをみていたとのことである 。

福知山市の部局法務担当（法制執務担当者。 以下「部局担当者」という 。）

は、各部の法制執務能力の向上及び執務の補助のために、 2008 （平成20)

年度から設置された。 総務部総務課文書統計係には、議会前などに条例案

が一時に集中してしまうが、その時に、あまり完成度の高くない条例案を

修正する必要があり、そのことに困難を覚えたことが設置のきっかけであ

るということである 。
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京田辺市の部局法務担当（条例規則等制定審議会委員。 以下「委員」と

いう 。）は、 1975 （昭和50） 年頃公文書の表記の平易化改革の動きがあり、

それがきっかけで条例規則等制定審議会が置かれ、その際に委員が選任さ

れたという経緯である 。 ただし、当初から各委員が各部局をみるという位

置づけになっていたかどうかは不明であるとのことである 。

2 部局法務担当の立場・役割等

( 1 ）部局法務担当の役割

府の幹事は、府条例及び府規則の制定並びに改廃に関すること並びに法

令の解釈及び適用に関することを所管する法令審査委員会の会務を整理す

るために置かれているが、幹事会における審査のほか、各部局段階での法

令の審査、弁護士相談 － 訴訟等の整理等を行っている 。

福知山市の部局担当者は、各部の条例改正案件の取りまとめ、整理及び

総務課への報告並びに担当課との調整が主な任務となっており、基本的に

条例案の内容には関与していないとのことである（いわゆる 「ロジ」の部

分のみ担当） 。 この点、設置のきっかけとの間には、組離があるようである 。

京田辺市の委員は、部局内の条例立案の援助等が主な役割であるとのこ

とである。

( 2 ）部局法務担当の総人数

府の幹事は26人、福知山市の部局担当者は17人、京田辺市の委員は13

人である 。

(19) 京田辺市では、例えば、公文書の宛名の敬称について「殿」を「様」に変え

るなどの改革がこの時期なされたということである。

(20) 各部の条例案の第一次審査を行う 。 また、訓令、要綱は部内決裁完結なので

幹事が最終的に責任をもってみている 。

(21) 府の幹事は名簿によると総勢26人であるが、そのうち 6 人は政策法務課の職

員であるため、厳密にはこれを差しヲ｜いた残りの20人が部局法務担当に該当する 。

(22) もっとも総務部総務課（法制担当課） の職員を除けば16人である 。

(23) もっとも会長（総務部長）、副会長（総務部総務室担当課長）を除けば委員は
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ことであった。 岡市の部局担当者と庁内法務委員会（市法令審議会）とは

相互に独立した存在となっている 。

3 部局法務担当となる者を選び出す基準・方法

( 1 ）どのような人材を部局法務担当として選ぶかの基準や人物像など

府の幹事は、幅広い観点から条例、規則、要綱等の立案を検討し、法的

な問題点を踏まえ、政策的な見地から意見を述べることができる者である

こととしている 。

京田辺市の委員は、概ね係長級以上の職員であって、条例 ・ 規則等の制

定改廃業務を担当している職員を各部局に要望しているとのことである 。

なお、併せて女性も積極登用することとしており、各部局にはその旨要望

しているとのことであった 。

以上の両自治体が部局法務担当の選出基準や人物像を有しているのに対

して、福知山市は、各部局の筆頭課の庶務担当係長 （又は課長補佐）が、

充て職で部局担当者に選出されているため、属人的要素を重視した選出基

準等を有していない。

( 2 ）部局法務担当の選出方法

府、福知山市及び京田辺市のいずれもが、各部局からの推薦によってい

る 。

ただし、同じ「各部局からの推薦」であっても、府と京田辺市は属人的

要素を重視した選出方法になっているのに対し、福知山市はいわゆる 「充

て職」 による推薦であり、属人的要素は考慮されていない。

4 部局法務担当に対する研修教育

府は、毎年 1 ～ 2 回、地方分権型政策法務について法令審査委員会幹事

(26) ただし、実績をみると、 2011年度では女性は11名中 l 名に止ま っている 。
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研修を行っている 。 これに対して、福知山市及び京田辺市は、特段、部局

法務担当向けの研修は行っていない。

5 部局法務担当の実際の動きについて

(1 ）条例立案・検討の際

① 部局内原課に対してのスタンス

府の幹事は、部局内で相談を受け、原案の審査を行う 。

京田辺市の委員は、条例等の制定改廃に関する菓議書については、

必ず合議先となっているものの、起案前の部局法務担当審査は実態と

して行われていないとのことであった。

福知山市の部局担当者は、前述のとおり、基本的にロジの部分のみ

担当しているので内容について相談を受けたり、原案審査等は一切行

わない。 ただし、消防・ガス・病院の 3 部局の部局担当者は原課によ

る原案立案の際、アドバイザー的なスタンスをと っ ているとのことで

ある 。

② 法制担当セクションの審査の際のスタンス（法制担当課の法規審査

に同席するか。）

府の幹事は、法制担当課の法規審査に同席する 。 また、法令審査委

員会幹事会においては、原課をサポートする立場で臨む。

福知山市の部局担当者は、法制担当課の法規審査に同席していない。

ただし、消防・ガス・病院の 3 部局の部局担当者は法規審査に同席す

る。

京田辺市の委員も法制担当課の法規審査に同席していない。

( 2 ）その他の法務的な相談等の際

府の幹事は、弁護士相談・訴訟等の法律案件の部内での整理に当たっ て

いるとのことであったが、法務的な相談等の席に同席するか否かは不明で

ある 。

65 



愛知学院大学宗教法制研究所紀要第 54 号

福知山市の部局担当者、京田辺市の委員の両者とも、法務的な相談の場

には同席していないとのことであった。

6 部局法務担当制の今後の課題

府では、庁内各部局における法務能力の向上と政策法務意識の向上のた

めの取組の強化が今後の課題とのことであった。 このためには、部局法務

担当としての幹事の資質を向上させていくことが必要であるとの認識で

あった。

福知山市では、各部局内の法制執務に対し、一定の成果物を出すことが

できるようにすることが今後の課題とのことであった。本来ならば、 条例、

規則などの第一次審査を部局担当者にしてもらいたいし、要綱は部局内で

審査終了という形にしたいという希望を法制担当課はもっているのである

が、実際はそこまでできておらず、現状では、部局担当者は条例 － 規則の

改廃予定の集約作業などを行うにとどま っている 。 この点の改善が必要で

あるとの認i哉であった。

京田辺市では、委員については、それぞれ所属している課の業務と兼務

のため、実質的にはあまり機能しておらず、総務室（法制担当課）でのチェッ

クのみになってしまっており、この点をどう改善するかが課題とのことで

あった。

7 そのイ也

(1 ）部局法務担当が部局内の立法化の端緒をうまくつかんで、条例化に

結びついたようなケースの有無

府、福知山市及び京田辺市のいずれにおいても、そのようなケースはな

いとのことであった 。
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(27) 調査日現在、府においては林地開発規制の条例を検討中であり、これは森林

保全課からのボトムアップであるとのことであったが、部局法務担当からのボトム
アップではないとのことである。
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( 2 ）大規模な条例の立案などでの特別な立案体制編成の有無

この設問は、大規模な条例の立案などの際、国の省庁における「タコ部

屋」方式のように部屋を特別に確保して立案スタッフをそこに集めるなど、

特別な立案体制を組むのか否かを問うたものである。

府、福知山市及び京田辺市のいずれにおいても、そのような体制を組ん

だことはないとのことであった 。

N おわりに

本調査は、京都府と同府内全市の計16自治体のみを対象として行ったも

ので、調査対象は限定されている 。 また、具体的な調査は、各自治体の条

例案審査等を担う法制担当サイドからのヒアリングによ って行ったもので

あり、条例案を立案する原謀サイドからのヒアリング等は一切行っていな

い。その意味で、本調査は 「一方聞き j 的な性格を有するものであるとの

見方は否めないD 本調査の結果については、自ずからこのような限界があ

ることを念頭に置いて、受け止める必要がある 。

しかしながら、本調査においては、自治体内の法務組織に関して、様々

な現場の実態を詳しく見聞することができた。 総じて結果から言えば、専

門の法務セクションの設置・運営、部局法務担当の配置・運用といった点

において理想的ともいえる体制を敷いているのは府であった。そこでは、

上記の点がハード・ソフトを通じた「システム」として、作動する仕組み

が構築されているといっても差し支えあるまい。これに対して、同じく大

規模自治体である京都市（指定都市）は、特に部局法務担当などを置かず、

法規の立案・審査のシステムというよりも人事異動による対応で、原課と

(28) 府では、2000 （平成12）年の地方分権一括法の施行に向けた条例制定等の際に、

約半年間、作業部屋を別に設け、法制担当課内の他係の応援を求めて、審査体制を
構築した例はあるとのことである 。 しかし、これは、立案原課サイドの「タコ部屋」

ではない。
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法制担当課との討論の質を担保し行政課題に対応しているという姿が浮か

び上がってきた。いわば、 「システム 」 による対応の府と「ヒ ト」 に よ る

対応の京都市。 ともに京都府のエリアにおける大規模自治体であり、政策

法務の先進自治体でもある、この両自治体のスタイルの違いをどう考える

べきか。 残念ながら筆者はその判断材料を持ち合わせてはいないが、この

ような対照的な違いが出たことは、興味深いことである 。

他方、中小規模の自治体（府と京都市以外の14自治体）の調査結果は、

おおむね“想定の範囲内”であった。 これらの自治体においては、法務専

門セクション設置自治体であるか否かを問わず、組織編成上、条例案の審

査という機能が議案一般のチェック機能から未だ完全には分離 ・ 独立して

いない状態にあるものと考えられる自治体が大多数を占めた。条例案の審

査過程は法規生成システムの要を成す重要な討論の場であることを考える

と、このような現状には、一定の改革が必要である可能性が高いものと思

料する 。 なお、これら中小規模の自治体の中にも、部局法務担当を設置し

ている自治体（ 2 市）があったことは、正直なところ意外であった。これ

ら中小規模の自治体の部局法務担当が有効に機能するようにするために

は、特にその運用面で見直すべき点が多々あるものと考えられるが、筆者

がおおむね中核市以上の規模を想定していた「部局法務担当と総務部局の

法制担当との複層的な審査体制の構築」という対応が、一般市においても

必ずしも不可能とはいえない場合があることが示唆されたものと考えられ

ょうか 。

最後に、仮に本調査結果に調査当時の状況としてみた上でも誤謬等あ

る場合を含め、本調査結果の文責は筆者にあることをお断りするとともに 、

調査にご協力いただいた自治体に感謝の意を表して、結語に代えたいと思

つ。

68 

(29) ちなみに、一般市である兵庫県伊丹市（人口約四万 8 千人）は、「法務リ ー ダー」

という部局法務担当を2008年から設置し、運用している 。
(30) 調査期間は2010年11月から2012年 3 月にわたるが、個々の自治体ごとのヒア

リング年月日は集計表記載のとおりである 。



京都府及び同府内各市の法務組織について－2010年度か G 2011年度にわたるヒアリング調査の結果から一（小林明夫）

附属資料：調査票及び調査集計表

京都府内自治体の法務組織に関するインタビュー調査項目

（主な調査項目）

1 貴自治体には、「法規係」、「法制係」などという形で、専門の法務セ

クションがありますか？（ここでいう「専門の法務セクション」とは、

主たる業務として条例案の審査や訟務対応のアドバイスなどの法務事務

を行うセクションを指します。 ）

ある ない

2 1 で「ない」と答えた自治体におたずねします。

( 1 ）議会に提出する条例案の審査はどのセクションが行っていますか？

（具体的なセクションの名前を）

(2) (1 ）のセクションは、予算等も含めた「議案」一般のチェックや

取りまとめをするセクションとは同一ですか？それとも別ですか？

同一である 別個である

(3) (1 ）のセクションの人数、事務分掌、デスク配置がわかる資料を

一部ご恵与いただければ幸いです。

3 1 で「ある」と答えた自治体におたずねします。

(1 ）具体的なセクションの名前をご教示ください。
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(2) (1 ）のセクションは条例に限らず「議案」一般のチェックや取り

まとめも行っていますか。

行っている 行っ ていない

(3) (1 ）のセクションの人数、事務分掌、デスク配置がわかる資料を

一部ご恵与いただければ幸いです。（「審査室」など専用の審査スペース

がある場合にはそちらの配置図もご恵与いただきたく存じます。）

( 4 ）貴自治体には、政策を法務面から立案・実現する「政策法務」の推

進を分掌する組織がありますか？

ある ない

(5) (4 ）で「ある 」 と答えた自治体におたずねします。

そのセクションは、 （ 1 ）と同一ですか？それとも別の組織ですか？

同一 別組織

(6) (5 ）で 「別組織」と答えた自治体にお願いです。 そのセクション

の人数、事務分掌、デスク配置がわかる資料を一部ご恵与いただければ

幸いです。

4 すべての自治体におたずねします。 条例案等の審査を行う庁内法務委

員会（自治体によって名称は異なります。）はあり ますか？

ある ない
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5 すべての自治体におたずねします。 庁内全体をみる法務セクションと

は別に各部局に法務担当者（以下 「部局法務担当」という 。）を配置し

ていますか？

配置している 配置していない

（「配置している」と答えた自治体は別紙特別調査にお答えいただければ

幸いです。 ）

6 すべての自治体におたずねします。 執行部側の法務セクションとは別

に、議会事務局に議員提案条例の立案を補佐する法務セクションがあり

ますか？

ある ない

7 6 で 「ある 」 と答えた自治体にお願いです。

そのセクション名、人数、事務分掌、デスク配置がわかる資料を一部

ご恵与いただければ幸いです。

8 すべての自治体におたずねします。 今後、法制や政策法務に係る組織

の充実・強化を検討する予定はございますか？

( 1 ）予定はない。

→その理由をご教示ください。 （以下に0)

①必要性を感じない ②財政的・人的に余裕がない。

③その他（具体的理由： ) 
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( 2 ） 予定がある 。

→そのおおよその内容・目途をご教示ください。

9 すべての自治体におたずねします。 現在、貴自治体では法務系の職員

研修を実施していますか？

実施している 実施していない

10 9 で「実施している J と答えた自治体におたずねします。 行っ ている

法務系の職員研修とはどのようなものでしょうか？（複数回答可）
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① 「憲法」 、 「民法」、「行政法J など基本的な法知識を養う研修

② 「法制執務J など主に立法技術面での研修

③ 「政策法務の基礎」など職員一般向けの政策法務研修

④ 「模擬政策条例立案」など実現したい政策を条例に変換するための

高度な政策法務能力を培う研修

⑤ 「行政訟務」など訴訟・行政不服申立て対応のための研修

⑥ その他 （具体的に

おi亡しいところどうもありがとうございました。
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部局法務担当についてのインタビュー調査（特別調査）

（主な調査項目）

1 各部局に部局法務担当を置いた経緯

2 部局法務担当の立場・役割等

－ 部局法務担当の役割

－部局法務担当の総人数は、何人でしょうか（年度ごとに変動がある場

合には過去 3 年間の人数の変動をお教えいただければ幸いです。 ） 。

－各部局に一人ずつの配置という理解でよろしいでしょうか。 また、各

部局の「筆頭課」 への配置でしょうか。

－兼務、併任関係はどうなっていますか。 （専任担当ですか。 専任でな

いとした場合、他にどんな業務を持っていますか？法制担当課とは併

任でしょうか。）

－部局法務担当には、どのくらいのクラス（職位）の方が就任されてい

ますか。 （例えば「主査何人、主任何人J というようなイメ ージでご

教示いただければ幸いです。 ）

・法制課の担当者と比較して入庁年次はどちらが古いでしょうか。 （事

実上のおおまかな傾向でも結構です。 ）

・ 部局法務担当は、会議などを構成していますか。 また、庁内法務委員

会との関係はどうなっていますか口

3 部局法務担当となる者を選び出す基準・方法

(1 ）どのような人材を部局法務担当として選んでいますか。 （どのよう

な職員を選ぶかの基準や人物像などがあれば）

( 2 ）どのような方法で部局法務担当を選んでいますか。 （例えば、各部

局からの推薦、法制課からの指名等々）
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4 部局法務担当に対する研修教育はどのように行っていますか。 （例え

ば、特別な研修プログラムなどが用意されているかどうか等）

5 部局法務担当の実際の動きについて

(1 ）条例立案・検討の際

ア 部局内原課に対してのスタンス（相談を受けたり、部局内原課の原

案を審査する等の際）

イ 法制担当セクションの審査の際のスタンス（法制担当課の法規審査

に同席しますか。 するとした場合にはどんなスタンスで臨むのでしょ

うか。）

( 2 ）その他の法務的な相談等の際

6 部局法務担当制の今後の課題などがあれば

7 その他
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－部局法務担当が部局内の立法化の端緒をうまくつかんで、条例化に結

びついたようなケースがありましたら、具体的に教えていただければ

幸いです。

－ （差 し支えのない範囲で結構ですが）現在の部局法務担当のリスト （人

数、職位、所属部局課のわかるもの）を一部ご恵与いただければ幸い

です0

・大規模な条例の立案などで特別な立案体制を組むことはありますで

しょうか。 （例えば作業部屋を特別に確保して立案スタッフをそこに

集めるとか）

お十亡しいところどうもありカfとうございました。
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京都府内自治体の法務組織に関する調査集計表

1 専門の法
2 専門の法務セクションが「ない」と答

8 -(1) 8 で治イ予本
8 (2) 

務セクション
えた自治体 3 専門の法務セクションが「ある」と答えた自治体

6 議会事 定なしの自
8 で予定あ 10 9 で「実施している」と答えた自治体

（主たる業務
務局におけ 7 6 で

8 法制や りの自治体 9 法
として条例案

(2）左は「議案j 4 庁内法 5 部局法 る議員提案 有の場合
政策法務に 務系の

の審査や訟務
(1) 専門の法案（2）」左一般はの「議チ (4) 「政策法（5) (4）は（6) (5）が 係る組織の 職員研調査日

対応のアドパ (1）条例案一般のチェふ ッ 務委員会の 務担当の配 条例の立案 そのセク
充実強化 おおよそ 修の実 備考

設置の有無 置の有鑑 を補佐する ション名イスなどの法 審査の担当クや取り志と (3) (1) の人数 務セクションェックや取り（3) (1）の人数 (3）審査室務」の推進を（1）と同別組織の
法務セクショ 人数

を検討する その理由 の内容 施の有 行っている法務系の職員研修の内容等
務事務を行う セクション名 めンをヨすンるとセ同一ク 名 まとめも行つ の有無 分掌する組織ーか別組場合の人 予定の有無 目途 主E
セクション） ているか の有無 織か数 ンの有無

の設置の有無 か否か

①（研修「所愈にお「け民る法取」組、「>
法j、 行政法jなど基本的な法知識を養う研修

② 「法制執務」など主に立法技術面での研修

調査課 ③ 「政策法務の基礎」など職員一般向けの政策法務研修

行っていない 有
政策法務 ④ 「模擬政策条例立案」など実現したい政策を条例に変換す

総務部
（議案一般の

5 人 法令審査委有
雲エ支 ②財政的人的 実施し

るための高度な政策法務能力を培う研修
京都府 2010.11.9 有 政策法務課

とりまとめは
（課長級の参 なし 有 同一 員会 法令審査委 有

政策法務
なし

に余裕がない ている
⑤ 「行政訟務」なとき訴訟行政不服申立て対応のための研修

法制担当
財政課）

事 I 名含む。） 法令審査委 員会幹事
係 （政策法務課主催の研修）

員会幹事会 （対象はすべて希望者）4 人
「訴訟から学ぶ適正な事務執士行） 」（講師は顧問弁護土）
jj'[権管理（講師は顧問弁護
個人情報保護（講師は大学教授）
地方分権と政策法務（講師は大学教授）

③その他（おお

政務調査
むね、 原課と法

行財政局
課（組織

制課との聞では
総務部

としての
現状できちんと ①② 「憲法」、「民法」、「行政法」など基本的な法知識を養つ研修

法制課（組織
行っていない 係はない

した議論ができ 「法制執務」など主に立法技術面での研修
としての係は ていると法制課 ③ 「政策法務の基礎jなど職員一般向けの政策法務研修

京都市 2010.12.7 有 ない。ただし、
（議案一般の 9 人

なし 有 同 なし なし 有
が係長戦

なし では認識。政策
実施し

⑤ 「行政訟務j など訴訟行政不服申立て対応のための研修
「法規係長」、

とりまとめは （課長含む。） は存在）
条例の立案事案

ている
※ 以上は人材活性化推進室（職員研修の所管所属）主催と法

「訟務係長J と
総務課） 法制担当

を抱える原課に 市lj課王11~のものとが混在している。
いうポストは のライン

は「それなりの ※ ②、③はまとめて研修（半日× 2 回）は課長以ある。）
下 4 人

人物」が配置さ
れている。 人事
上の配慮か？

②⑤ 「「法制執務」なと’主に立法技術面での研修
行政訟務」など訴訟行政不服申立て対応のための研修

※ なお、市単独実施の研修は行っていない。以上に述べたも
なし 有 のは、（財）京都府市町村振興協会市町村職員等共同研修へ
ただし、重 なし 法令審議会 の参加である。その笑績は以 Fのとおり 。

行っていない 要な条例案 ただし、重要 （白治法上
有 （財）京都府市町村振興協会市町村職員等共同研修

福知山市 2011.11.18 有「
総務部総務課 （議案一般の 4 人 等は「委員 条例は総務課 の附属機関

法制執務担 なし なし
②財政的人的 実施し 0 2「0条10例年度文書統計係 とりまとめは （係長含む。） 会室」で見 文書統計係が ではなく、

当者
に余裕がない ている 規制の読み方、っくり方」（法制執務基礎） 22名

財政課） ている（係長 原課と一緒に 規程により 「法制執務の応用J 7 名
と担当の 2 立案する。 設置された 行政訟務 l 名
名で対応）。 庁内組織） 0 2011年度

「条例規則の読み方、っくり方」（法制執務基礎） 18名
「法制執務の応用」 3 名
行政訟務 2 名

② 「法制執務」なと主に立法技術面での研修
※ 市独自の研修として、法制執務の入門を毎年実施。
対象新任係長研修
講師行政係

総務課 ※ 他に共｜可実施の研修への参加あり 。 具体的には以下のと

総務部総務課 4 人 有 調査係 ①必要性を感じ 実施し
おり 。

舞鶴市 2011.10.11 有
行政係

fTっている
（係長含む。）

なし なし
法令審査会

なし 有
l 人（係

なし
ない ている

（財）京都府市町村振興協会市町村職員等共同研修
0 2010年度長のみ）

「条例規則の読み方、つ〈り方J （法制執務基礎） 2 名
「法制執務の応用」 l 名（行政係職員）

0 2011年度
「条例規則の読み方、っくり方」（法制執務基礎） 6 名
「法制執務の応用」 2 名（ 2 名とも行政係職員

75 
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10 9 で「実施している」と答えた自治体

備考

行っている法務系の職員研修の内容等

綾部市 I 2011.10.11 I なし

総務部総務
課行政担当
（法務事務
は行政担当

の事務量の
およそ 2制
5 分程度と
思われる。）

宇治市 I 201i.2.22 I 有

宮津市 1 2011.11.181 なし

企画総務室
行政係
（法務事務
は行政係の｜ 同一
事務量のお
よそ 1/2
未満）

4 人
（担当長＋主
任 2 名 主事
l 名。係員の
うち主任 I 名
が法務事務を

同一 ｜担当。なお、綾
部市は係では
なく担当制を
とる。 担当長
は他の自治体
でいう係長ク
ラス ）

’
し

なー
し九u，

委
委
会

査
査
事

審
審
幹

規
会
規
会

有
例
員
例
員

なし
ー ＇ （念のため確 l ー

認した。）

②財政的人的
なし | 

に余裕がない

② 「法制執務Jなど主に立法技術面での研修
③ 「政策法務の基礎」など職員一般向けの政策法務研修
⑤「行政言M膏jなど訴訟行政不服申立て対応のための研修
※ ②は （財）京都府市町村振興協会市町村職員等共同研修へ
の参加

一 実施し ｜ 「法制執務の応用」 l 名（2009年度 行政担当の職員）
ている ｜ 「粂例規則lの読み方、っくり方」（法制執務基礎） 2009、 2010

年度と各 5 名程度の参加
※ ③は数年前に一人参加 （NOMAだったと思う。）
※ ⑤も（財）京都府市町村振興協会市町村職員等共同研修へ
の参加
2011年度 l 人（行政担当の職員）

① 「懲法」、「民法」、「行政法Jなど基本的な法知識を養う研修｜以前法規係に担当者で在
② 「法制執務」など主に立法技術面での研修 ｜籍していた職員が、 2008
※ 市独自の研修として、上記①、②を実施。 ｜年に法規係長でもどって
① I民法、行政法などを毎年ローテーシヨ ンで実施（日程は 21 きた際に感じたことは、
日間）。 ｜原謀の姿勢が少し変わっ
講師大学教授や業者など外部講師 ｜て きたこ と 。 すなわち、
対象希望する職員 ！少しずつ法規係に対して
受講者： 2009年度行政法37人、 2008年度民法40人 ［「あなた任せ」 では、なく
② 法制執務（日程は 2 日間） ｜なってきている。

実施し ｜ 講師業者 ｜他の議案と違い、条例案
ている｜ 対象希望する職員 ｜について、 議会前に理事

受講者2009年度34人、 2008年度25人 ｜者に説明するのは以前は
* 2007年度は行政法と法制j執務の合併講義で受講者24人 ｜法規係であったが、 2008
* 上記以外に新採職員の 6 か月自の研修で法体系や法の基 ｜年度からは原謀がやるよ
礎的知識の話をする（法規係が講師） ｜ うになっているとのこ と。

※ 他に共同実施の研修への参加あり。具体的には以下のと｜市議会では議会基本条例
おり（2009年度）。 ｜を検討している。 パプコ

0 （財）京都府市町村振興協会市町村職員等共同研修 ｜メは既に終了。 2011年 3
「条例ー規則の読み方、っくり方」（法制執務基礎） 参加 5 名 ｜ 月議会に上程されるかど
「法制執務の応用」 参加 2 名 ｜ うか、というと ころ。

② 「法制執務」など主に立法技術面での研修
※ なお、市単独実施の研修は行っていない。以上に述べたも
のは、（財）京都府市町村振興協会市町村職員等共同研修へ
の参加である。その実績は以下のとおり 。

， （財）京都府市町村振興協会市町村職員等共同研修
実施し｜

- ' 10 2010年度
ている l' f条例規則の読み方、っくり方」（法制執務基礎） 9 名

「法制l執務の応用」 5 名
0 2011年度

「条例規則の読み方、っくり方」（法制執務基礎） 6 名
「法制執務の応用」 2 名

亀岡市 I 2012.3.21 有
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①その他（「財政
的 人的余裕以
前の問題」。仕事
を していく 上で
の例規の重要性
や法務の重要性
が庁内一般に没

な し ｜透しておらず、
そのよ う な中で
政策法務組織の
強化を打ち出す
と担当課のみに
負荷がかかると
いう懸念があ
る。）

なし なし な L なし なし

4 人
（係長含む。係
長と主査 l 人
の計 2 人が法
務事務を担当）
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例
員 ②財政的人的なし I 
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なし
（念のため確 l - 
認した。）

総務部総務課
！ 干丁っている

行政係
ー
）な

査
係

J

調
（
む

事
人
含

議
係
3

長

有 ②財政的人的
に余裕がない

4 人 な し なし なし なし

②「法制執務Jなど主に立法技術面での研修
(2003年度くらいから行政係長が講師になって法制執務の l

｜ 条例案は原則 として起案
基礎的研修を実施 。対象は主査クラス（入庁 5 ～ 6 年）の職｜

｜段階で行政係がみている。員（指定）＋希望する職員。 | 
｜ 事前の予備審査は特に重

（財）京都府市町村振興協会市町村職員等共同研修にも参加。 l
｜ 要な条例以外は行わない。

実施し ｜ その実績は以下のとおり 。 I 
12010.10に制定された議会ている 1 0 2010年度 | 
｜基本条例§ 18には、「議会「条例規則の読み方、っくり方」（法制執務基礎） 4 名 | 

f法制執務の応用J 2 名 ｜事務局の調査法務機能
！ の充実強化を図る よう 努

0 2011年度 | 
｜める」と規定されている 。「条例・規則の読み方、っ くり 方」（法制執務基礎） 3 名 I 

「法制執務の応用」 l 名



京都府及び同府内各市の法務組織について－2010年度から20日年度にわたるヒアリング調査の結果から一 （小林明夫）

1 専門の法
2 専門の法務セクションが「ないJと答 8 -(1) 8 で予

8 -(2) 
務セクション

えた自治体
3 専門の法務セクションが「ある」と答えた自治体

6 議会事 定なしの自治体
8で予定あ 10 9 で「実施 している」と答えた自治体

（主たる業務
務局におけ 7 6 で

8 法制や りの自治体 9 i：主
として条例案

(2）左は「議案」 4 庁内法 5 部局法 る議員提案 有の場合
政策法務に 務系の

の審査や訟務 (1）専門の法案（2）」左一般はの「議チ (4) 「政策法（5) (4）は（6) (5）が 係る組織の 職員研調査日
対応のアドパ (1）条例案 一般のチエツ 務委員会の 務担当の配 条例の立案 そのセク

充実強化 おおよそ 修の実 備考
設置の有無 置の有無 を補佐する ション名イスなどの法 審査の担当クや取りまと (3) ( 1）の人数 務セクションェ y クや取り （3) ( 1 ） の人数 (3）審査室務j の推進を (1) と同別組織の

法務セクショ 人数
を検討する その理由 の内容 施の有 行っている法務系の職員研修の内容等

務事務を行う セクション名 めシをョすンるとセ伺ーク 名 まとめも行っ の有無 分掌する組織 ーか別組場合の人
ンの有無

予定の有無 目途 無
セクション）鑑 ているか の有無 織か数
の設置の有 か否か

総務経済環
3 人

境部総務’E
（係長（補佐） ② 「法制執務」な とP主に立法技術面での研修~情報課文
＋係員 2 名 ※ 市単独実施の研修として、毎年、入庁 2 年目の職員を対象書管理係
（主事 l 主事 に（雌）法制執務一…一一｜（法務事務は

別個 補 1 ） 。係員の 長。文書管理係
（議案ー般の うち主事 l 名

なし 有
②に財余裕政的 人的 実施し城陽市 2011.2.22 なし の事務量の （念のため確 法令審査委 なし なし なし

およそ 2~J
とりまとめは が法務事務を

認した。1 員会
がない ている ※ 他に、京希都望府者市が町下村記振の興共協同会研市修町に村参職加員。

5 分未満。
財政課） 主に担当） 0 （財） 等共同研修

文書の収受
＊他に文書管 「条例規則の読み方、っくり方J （法制執務基礎） 参加 3 ～
理等を担当す 4名毎年

発書が送管大等理半事）の文務 る嘱託職員が 「法制執務の応用J 参加 3 ～ 4名毎年
3名在籍

②③ 「法制執務」など主に立法技術回での研修
「行政訟務j など訴訟行政不服申立て対応のための研修も

i五 なお、市単独実施の研修は行っていないむ以上に述べた
有 のは、すべて共同実施の研修への参加であり、具体的には以

向日市議会は2010.9月、たM規審査委 下のとおり 。
企画総務部 貝会 (2009年度） ばこの吸い殻や空き缶な

総務課行政 ※ただし、 0 （財）京都府市町村振興協会市町村職員等共同研修 どのポイ捨て、べ γ トのふ

係
5 人

1971年設置 「条例規則の読み万、っく り方」（法制執務基礎） 参加 5 名 んの放置を祭止する「向

（法務事務
（係長含む。な なし

の頃開かれ ②財政的人的 実施し 「法制執務の応用J 参加 i 名 日市のまちを美しくする
向日市 2011.2.8 なし

は行政係の
同一 お係員 4 人の （念のため確

るも、その
な し なし なし

に余裕がない ている 「基礎から学ぶ自治体訴訟実務J 参加 l 名 条例案J （市長提案）を否

事務量のお
うち l 人が法 認した。）

後現在まで 0 全国市町村国際文化研修所 決した。 違反者への例則

よそ 4 由l干呈
務事務を担当）

長らく開催 「法令実務BJ 参加 l 名
規定などに反対意見が相

度） なし。委員 (2010年度）
次いだため。 市執行部は

の任命もな 0 （財）京都府市町村振興協会市町村職貝等共同研修
再提案するかどうか検討

し。 「条例規則の読み方、っくり方」（法制執務基礎） 2 日間
中。

5 名
「地域主権時代を聞く政策デザインカ」 3 日間 l 名
「基礎から学ぶ自治体訴訟実務」 2 日間 l 名

② 市「法独制自執の務研」修など主に立法技術回での研修
※ として、法制執務の基礎（新旧対照表方式の

総務部総務課 説明を含む。）を実施。
法令遵守 実施 ·2009年度及び2010年度各 l 図 90分

法務担当
2 人 対象 新採職員＋希望する職員 長岡京市は、 2008年 2 月

；；：庁内各課に
（主幹（＝課長

有
②財政的人的 実施し

講師総務課主事 1 B から条例改正に菊f旧
長岡京市 2011.2.15 有 は「係」と「担 行っている

級）、主事各 l
な し 有 同一 法令審査委 なし なし なし

に余裕がない ている
他に共同実施の研修への参加あり 。 具体的には以下のと 対照表方式を導入して ν 、

当J が混在。
名）

員会 おり 。 る 。 きっかけは職員提案
「担当」とは、 0 2010年度 (12月末時占） とのこと 。
ス夕、ノ 7磁的 （財）京都府市町村振興協会市町村戦員等共同研修
な意味合い。 「条例規則の読み方、っ くり方」（法制執務基礎） 2 名

「法制執務の応用J 3 名
0 2009年度は参加実績な し。

八幡市には阻談に応じて

実施し もらえなかったため、＠：
政策推進部財 2 人（係長含 ①必要性を感じ 按のインタビューによる間八幡市 2011.2.28 有
政課法務係

行っている
む。）

なし なし なし なし なし なし
ない

ていな
き取り調査はできなかっ

し、

た。 法務係長から回答粟
をメ － Jレで受信した。

有
総務部総務 条例規則等 ③ 「政策法務の基礎Jなど職員一般向けの政策法務研修
室総務調整 4 人 制定審議会

有 講師は業者。 補佐以下の職位の職員の中からの希望者を
係 （係長合む。13i なし （自治法上

条例規則等 ②財政的人的 実施し
対象。各部局におよその人数枠を割り綴る。

京国辺市 2011.7.6 なし （法務事務 同一 人の係員全 （念のため確 の附属機関
制定審議会

なし なし
に余宇告がない ている

※ 他に、 （財）京都府市町村振興協会市町村職員等共同研修
は係の事務 が法務事務 認した。） ではなく、

委員 への参加がある。2011年度の実績は以下のとお旬 。
量のおよそ 担当） 規程により 「条例規則の読み方、っくり方」（法制執務基礎） 10名
4 割程度） 設置された 「法制執務の応用J2 名

庁内組織）
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1 専門の法
2 専門の法務セクションが「ない」と答 8 (1) 8 で予

8 (2) 

務セクション
えた自治体

3 専門の法務セクショ ンが「ある」と答えた自治体
6 議会事 定な しの自治体 8 で予定治あ体 10 9 で「実施している」と答えた自治体

（主たる業務
務局におけ 7 6 で

8 法制や りの自 9 法
として条例案

( 1 ） 条例案 一（2般）左のはチ「議ェ案ア」 4 庁内法 5 部局法 る議員提案 有の場合
政策法務に 務系の

調査日
の審査や訟務 案(2） 左は「議 務委員会の 務担当の配 条例の立案 そのセ ク

係る組織の 職員研
｛柑考

対応、のアドパ (1）専門の法 」 一般のチ 務（4）」 「政策法（5) (4） は （6 ) (5 ） が
設置の有無 世の有無 を補佐する シ ョ ン名

充実 強化 おおよそ 修の実
イスなどの法 審査の担当クや取りまと (3) ( 1）の人数 務セクシ ョ ンェックや取り（3) (1 ） の人数 (3）審査室 の推進を （ 1 ） と同別組織の

法務セクショ 人数
を検討する その理由 の内容 施の有 行っている法務系の職員研修の内容等

務事務を行無う セクション名 めをするセク 名 まとめも行つ の有無 分掌す無る組織 ーか別組 場合の人
ンの有鉦

予定の有無 回途 無
セクシ ョン シ ョ ンと同一 ているか の有 織か 数
の設置の有 か否か

② 「法市lj執務」な とP主に立法技術面での研修

①法務その他 （政策
持i 市独自の研修として、 人事課主催で 5 ～ 6 年前に一度法
制執務研修を実施したことがあるが、現在は独自研修は行っ

企画総務部
4.5人

に対する組
ていない。

総務課行政
（補佐含む。な

織としての認識
※ 現在は、すべて共同実施の研修への参加であり、具体的に

係
お係員 4 人の なし 有

が乏しく 、担当
は以下のとお り 。

京丹後市 2012.3.15 な し
（法務事務

同一 う ち l 人が消 （念のため確 例規審査委 なし なし なし
者レベルのみ意 実施し

（財）京都府市町村振興協会市町村職員等共同研修
は行政係の

防防災係と兼 認した。） 員会
識しているのが ている 0 2010年度

事務量のお
務のため0.5人

現状。 このこと
「条例規則の読み方、っくり方」（法制執務基礎） 6 名

よそ 3 割程
とカウント ）

から財政的人
「法制執務の応用」 6 名

度） 的余裕以前の問 0 2011年度
題）

「条例規則の読み方、っくり方」（法制執務基礎） 2 名
「法制執務の応用J 6 名

②③ 「「法制執務Jな ど主に立法技術回での研修
政策法務の基礎jなど職員一般向けの政策法務研修

※ 市独自の研修として、法制執務の基本的知識に関する研
修を毎年実施。
対象新規採用職員

講師 行（財政）係京
有

※ 他に 京都府市町村振興協会市町村職員等共同研修へ

南丹市 2012.3.14 有
総務部総務課

行っている
5 人

なし なし 法令審査委 なし な し なし ②に財余裕政的 人的 実施し の参加あり 。具体的には以下のとおり 。
行政係 （係長含む。） がない ている 0 2010年度

員会
「条例規則の読み方、っくり方」 （法制執務基礎） 3 名
「法制執務の応用J l 名
政策法務 l 名

0 2011年度
「条例規則の読み方、っくり方」（法制執務基礎） 3 名
法制執務の応用」 2 名
政策法務 O 名

②③ 「f法制執務jなど主に立法技術面での研修
政策法務の基礎Jなど職員一般向けの政策法務研修

※ なお、市単独実施の研修は行っていない。以上に述べたも

のは、（財）京都府市町村振興協参会加市町村総員等共同研修や
京都府南部7市合同研修への である。 その実績は以下
のとおり ョ

条例等審
（財）京都府市町村振興協会市町村職員等共同研修

総務部総務 10人
査会の設

0 2010年度法務系の研修参加者なし
課行政係 （補佐と係長

なし 置につい
0 2011年度

木津川市 2012.3.l なし
（法務事務

問一
含む。新規採

（念のため確 なし なし なし あり ての検討
実施し 「条例規則の読み方、っくり方」（法制執務基礎） 11名

は行政係の 用の主事 l 人
認した。） （時期末

ている 法制執務の応用」 3 名
事務量のお が法務事務を 政策法務と条例立案 3 名
よそ l 割強） 担当）

定。 近い
京。都府南部 7 市合同研修＊将来）

2011年度
基礎から学ぶ法制執務 4 名

＊京都府南部7市 （向日市、長岡京市、城陽市、宇治市、京田辺
市、八幡市、木津川市） が毎年持ち回りで特別研修を行って
いるもの。 法務系の研修に限らず広いテー7から毎年テー
マ設定を しているが、たまたま2011年度は法務系の研修で
あったとのこ と 。
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